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名古屋文理大学
平成29年度自己点検評価報告書

基準項目 評価の視点 評価 今後の対策・方針

基準1　使命・目的など
領域：使命・目的、教育目
的

大学は、知の拠点であり、知識基盤社会の重要な社
会的インフラストラクチャーとして高い公共性を有
する機関です。このため、個々の大学は、社会基盤
としての共通性を有しています。他方、多元的な価
値の創出が求められる現代社会においては、個々の
大学が個性と特長を持つことが、多様な教育研究の
成果の創出につながります。これらのことから、
個々の大学は、その使命・目的（建学の精神等を踏
まえた大学の将来像又は達成しようとする社会的使
命・目的）を定め、これを社会に表明する必要があ
ります。本基準はそのことを確認するものです。 各
大学は、教育研究、社会貢献などの使命・目的を明
確に定めるとともに、教育目的（教育プログラムご
との人材養成に関する目的）を学則等において明確
に定め、①ディプロマ・ポリシー（卒業認定の方
針）②カリキュラム・ポリシー（教育課程の編成・
実施の方針）③アドミッション・ポリシー（入学者
受入れの方針）に反映するとともに、使命・目的に
整合した教育研究組織を構築し、計画的に使命・目
的及び教育目的を実現していくことが求められま
す。 大学の使命・目的及び学部の教育目的等は、大
学の教育研究のあり方のみでなく、大学経営と大学
の活動全体の基本軸となるものです。その内容が、
大学の活動全体に確実に反映されるための学内体制
の確立が不可欠です。

1-1　使命・目的及び 教育
目的の設定

1-1-①意味・内容の具体性と明確性 学則等において使命・目的及び教育目的は明確に明文化している。また、本学の使命・目的は「立学の精神」の具現化に
あたり、「名古屋文理大学・同短期大学部ビジョン２０１２－学園の将来像」（以下、「ビジョン２０１２」という。）
に明確に示し、具体的に詳述している。

1-1-②簡潔な文章化 立学の精神は、その解釈として簡潔な文書で指針が示されている。学部・学科の目的は、もう少し内容を整理して簡潔に
できる。また、学部・学科間で記述の具体性に差があるので統一するよう検討をすすめる。

学部・学科の目的の見直し（2019年度）

1-1-③個性・特色の明示 「立学の精神」の根幹である「知識・技術を磨く」ことと「人づくり」については、本学の個性や特色として、「人との
ふれあいを深め、個の力を光る若者を育てる大学」というキャッチフレーズや「ビジョン２０１２」の中で明示してい
る。

1-1-④変化への対応 必要に応じて、使命・目的及び教育目的の見直しを行っている。例えば、直近では「ビジョン２０１２」の作成や「人と
のふれあいを深め、個の力を光る若者を育てる大学」というキャッチフレーズの作成を行い、現代の学生や社会に対し本
学の使命・目的をわかりやすく理解される努力をしてきた。「ビジョン２０１２」は、立学の精神を基本としており普遍
的な性格を持っているが、学園の変化に対応して定期的な見直しをしていく。

ビジョンの定期的見直し（2020年度）

1-2 使命・目的及び 教育
目的の反映

1-2-①役員、教職員の理解と支持 理事・評議員については、「立学の精神」、「ビジョン２０１２」、「BSP－15」などの成文化、実行案または、解釈文・
広報文の作成において、常に報告、審議するともに理解と支持を得ている。教職員については、「立学の精神」、「ビ
ジョン２０１２」、「BSP－15」などについて、教授会、学園会議、学部長会議、教職員全体会議などで意見聴取や報告な
どを行い、理解・支持を得ている。新任教職員については、新任研修時に「立学の精神」から始まる本学の使命・目的に
ついて理事長・学長から説明が行われ、理解と支持を得ている。

1-2-②学内外への周知 入学時、全入学生に対し講義時間を設け本学の「立学の精神」を理事長より説明している。また、学生便覧や本学HPでも
「立学の精神」は学内外へ周知されている。

1-2-③中長期的な計画への反映 大学の使命・目的は「立学の精神」とともに、「ビジョン２０１２」としてまとめられ、明記されている。また、大学の
中長期計画BSP-15は、この「ビジョン２０１２」を基本方針として策定され、第２期５か年計画が本年度を初年度として
スタートした。

BSP-１５(第２期）の進捗管理と見直し

1-2-④三つのポリシーへの反映 「デイプロポリシー」、「カリキュラムポリシー」、「アドミッションポリシー」の三つのポリシーは「立学の精神」を
もとに作成されており、「ビジョン２０１２」に示される本学の使命・目的がそれぞれ反映している。

三つのポリシーの見直しと「立学の精神」と
の整合性のチェック

1-2-⑤教育研究組織の構成との整合性 「ビジョン２０１２」の中の１０項目にまとめられた将来像の中で「人づくり」を第一の項目に挙げ、教育課程の中でも
少人数クラスで実施する「ゼミ教育」、「卒業研究」を重視することや、個に対応したきめ細やかな教育や基礎学力を高
める教育組織体制を構築・整備している。

教育組織体制の有効性の検証（学生アンケー
ト調査、学修成果への効果のアセスメント）



2/8
名古屋文理大学
平成29年度自己点検評価報告書

基準項目 評価の視点 評価 今後の対策・方針

基準2　学生　　領域：学
生の受入れ、学生の支援、
学修環境、学生の意見等へ
の対応

教育機関としての大学は、その使命・目的を実現す
るために必要な規模の学生を受入れ、その成長を促
進し、社会で活躍することができるための専門的知
識・能力を授けることが求められます。本基準は、
そのことを実現するための組織的環境を「学生」の
観点から確認するものです。 大学が学生を受入れる
に当たっては、教育目的に基づいたアドミッショ
ン・ポリシーを策定し、それに基づく入学者選抜を
適正に行うことが必要です。そして、大学は、入学
後に学生が成長できるための必要な学修環境を整備
し、学生生活の安定を図り、組織的な学修支援に取
組むとともに、社会的・職業的な自立のための指導
を通じて、自らのキャリアを形成していくことがで
きる力を備えた学生の育成に努めなければなりませ
ん。それらの実現のためには、学生の意見・要望を
的確に把握し、それを活用していくことも必要で
す。

2-1　学生の受入れ 2-1-①教育目的を踏まえたアドミッション・ポリ
シーの策定と周知

アドミッション・ポリシーは、大学全体、学部・学科それぞれ教育目的に基づいて策定しており、最近では2019年度入試
区分に対応するべく改訂（2018年度改訂版）を進めた。今後、さらに2020年度に向けて入試制度改革を反映した修正も必
要になる。また、フードビジネス学科では新カリキュラムに向けた改訂作業に入っており、新カリキュラムに沿ったアド
ミッション・ポリシーの策定に向け準備している。なお、アドミッションポリシーは「3つのポリシー」(冊子)を作成し、
高校訪問、進学相談会、オープンキャンパスで高校教員、生徒、保護者への周知を徹底しており、受験生に理解しやすい
表現へと工夫を加えた。

2-1-②アドミッション・ポリシーに沿った入学者受
入れの実施とその検証

推薦入試(公募・指定校）、特別入試、AO入試のすべての入試で志望理由書(AO入試はエントリーシート）の提出を出願条
件として、志望理由書でアドミッション・ポリシーに沿った入学者を正確に評価することを実施した。また、アドミッ
ションポリオシーが受験生にわかりやすいものなのか、学校説明会にて高等学校教員などにアンケートを実施予定。大学
入試問題はアドミッションポリシーに従って自学で作成。アドミッションポリシーに従った入学選抜が行われたかのデー
タ検証が必要。

2018改訂版が、高校生や高校教員にとって分
かりやすいものかどうかは検証する必要があ
る。また、入学者受入れの検証は入試制度の
改定も踏まえて継続して実施する。

2-1-③入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 大学全体の定員枠に対してはトータル252名で達しているが、健康栄養学科69名(86％)、フードビジネス学科62名(88.6％)
と健康生活学部において入学定員未充足となった。情報メディア学科では、121名（121％）と入学定員超過となった。年
度により定員が満たされていない学科がある状況であり、次年度に向けて特に健康生活学部における入学定員未充足につ
いて対策を行うなど定員管理の適正化を進める。

入学定員確保に向けて、入試制度の改革や入
学者募集活動の見直しを実施する。

2-2　学修支援 2-2-①教員と職員等の協働をはじめとする学修支援
体制の整備

地域連携センター、企画課等の組織的協力を得て、産官学連携事業を推進し、学生の学修成果の向上に努めている。ま
た、少人数教育における指導教員による支援、学生相談室や医務室などの整備など、学修支援態勢は充実してきている。
その他、4年一貫の基礎力向上プログラムができていないという意味で学科との協力体制が今後の課題である。

2-2-②TA(Teaching Assistant)等の活用をはじめと
する学修支援の充実

基礎教育科目と情報メディア学科、フードビジネス学科の専門教育科目のうち一部実習系授業を中心にＳＡを活用してい
る。SAやプロジェクトにおけるピアサポートが活発化している。ただし、大学としてもBSP-15（中長期計画）でSA・SJを
推進しているが、予算的な裏付けが十分でない。その他、オフィスアワーの設定、GPAの活用、退学者対策、留年者への指
導、保護者への成績通知、1年生保護者会の実施などを行っている。

障がいのある学生への配慮についての整備。
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基準項目 評価の視点 評価 今後の対策・方針

2-3　キャリア支援 2-3-①教育課程内外を通じての社会的・職業的自立
に関する支援体制の整備

1年次には、キャリアガイダンスを学科別に実施し、企業人の招聘を行い就業意識を高めるなど動機づけをすると共に、イ
ンターンシップを授業科目に設け就業体験の場を提供している。学生の多くがインターンシップに積極的に参加するな
ど、一定の効果がみられる。また、学科の各授業内でもこれらの知識が実業においてどのように生かされるのかを教授し
ている。キャリア教育は、就職委員会主導により2年次後期から3年次前期にかけキャリアデザインⅠ・Ⅱを開講してい
る。3年次後期からキャリア支援センター主導による就職ガイダンスを15回実施し就職内定率の向上に繋げている。2名の
有資格者を中心に4年次5月からマンツーマンサポートを開始し、内定獲得まで徹底的にサポートする。個別面談による不
安を解消し、就活力の向上、志望業界の求人紹介を行い学生満足度を上げている。
情報メディア学科では、新カリキュラムにおいて、相当程度実務的な教育を行っているが、学生の就職意識の向上などに
課題が残っている。

2-4　学生サービス 2-4-①学生生活の安定のための支援 奨学金による経済的支援については、継続的に検討する。現状、各種奨学金制度などを整えているが、十分とは言えず、
授業料未納による除籍などのケースも発生している。看護師、臨床心理士の配置も平成30年度より実施できることになっ
た。学生からの意見・要望を集約できるよう、学内ホームページ、個人ポータルサイトおよび学生食堂に意見箱を設置し
ている。H29年度は、全43件の意見・要望があり、内26件が食堂・購買に関わることであった。意見・要望に対しては、し
かるべき部署と連携を取り迅速な対応を心掛けている。
日本学生支援機構奨学金の申請支援、大学祭支援、学生自治会に対する指導・助言など教学課が中心となり適切に行って
いる。
クラブ活動に対して「学生クラブ援助金」を支給し活動を支援している。より明確な援助を目的とし、平成29年度には
「名古屋文理大学学生クラブ援助金規程」を策定し、平成30年度より運用する。
学生の憩いの場を充実させるために、FLOS館周辺および本館2階3階ピロティーの整備を行った。
安心・安全の観点から、4月に避難訓練を実施、年度末の3月にはクラブ・サークル代表者を対象に救命・応急処置の講習
会を実施した。

2-5　学修環境の整備 2-5-①校地、校舎等の学修環境の整備と適切な運
営・管理

本学の現有する校地、校舎については大学設置基準を十分に満たしており、体育館、図書館を含む5つの校舎には、一般教
室、演習室、各種実験室・実習室が配置され適切な学習環境が整備されている。学内の施設設備の安全、維持管理につい
ては専門業者による保守点検を行っており、昇降機保守点検、電気工作物保守管理、空調機設備保守管理などの各種保守
点検を適時実施している。また、耐震への対応も完了している。施設設備面で不備が生じた場合は関連業者と連携をと
り、修理等の対応を迅速に行っている。ただし、3年前に竣工したFLOS館以外の建物は老朽化が目立つようになり、大規模
改修を計画的に行う必要も感じている。学内が無人の際の安全管理については昨年度より機械警備を導入し、部外者の侵
入や設備関係の異常が発生した際には警備会社が対応することとなっている。各種設備は次第に充実してきているが、学
生が十分に学修活動に取り組めるためには活動時間の拡大、オートロックなどの検討が必要である。また、アクティブ・
ラーニングを推進するため、双方向性のあるマルチメディア教室やラーニングコモンズの整備を行っている。基礎教育セ
ンター内のパソコンが削減され学習ブースの利用率が低下していることも検討課題である。

施設の設備計画の準備
学生の活動時間拡大の必要性への検討
IT機器配置やラーニングコモンズの施設設備
への検討

2-5-②実習施設、図書館等の有効活用 本館や北館のオープンスペースの活用は進んでいるが、図書館の利用が低いように思われる。図書館の開館時間について
短すぎるため、学生の利用促進と合わせて早急な検討が必要である。
図書館では語彙力、文章力、コミュニケーション力アップを図るために「ブックレビューコンテスト」や「読書マラソ
ン」の企画を例年行っている。また、書籍が学生の目に留まりやすいように、教員指定の参考書、学科推薦本、教職コー
ナー、資格本、就職本、指定図書、学科推薦、月替りの特設コーナー展示のコーナーなどの整備をしている。館内にｉＰ
ａｄとノートパソコンを常設、また、貸出用のノートパソコンも用意し、用途に合わせた利用が可能。グループ閲覧室に
プロジェクターとホワイトボードを常設し、ゼミなどグループ学習ができる環境にしている。２階閲覧机に仕切りをつけ
て個人ブース化し、集中して学修できる環境にしている。ピックアップした雑誌データベース記事をLibraryNewsとメール
で配信し、データベース利用促進を図ることが課題である。
情報実習室の機器入替を行ったので、説明会の開催と説明資料をグループウェアで共有している。情報実習室の時間割表
を作成、掲示し、空き時間を分かりやすくすることで自習利用を促している。
撮影スタジオ機器の貸出に関する規定を定めて、施設内外で機器が利用できるようにしている。情報メディア学科の新カ
リキュラムの進行にしたがって、実習室を使用する授業も増え、実習室の稼働率は上がっている。学生が、主体的な学修
活動をする上で、さらに有効に活用されることを期待したい。
施設貸し出しについては、実習施設関係は学会や各種団体の講習会、一般教室については各種団体の認定試験の会場とし
て状況が許す限り使用を認め利用している。

2-5-③バリアフリーをはじめとする施設・設備の利
便性

体育館以外の４つの建物にはエレベータを設置、各建物の出入口にはスロープが設置されており、車椅子等障害者への配
慮はなされている。しかし、段差の解消などバリアフリー化は進んでいるが、自動ドアが少なく、車いすなどで入口まで
は来られても扉が重く開扉が難しい建物が多い。また、ソフィアホール、体育館のバリアフリー化には課題を残す。
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基準項目 評価の視点 評価 今後の対策・方針

2-5-④授業を行う学生数の適切な管理 多くの授業は適切な学生数で運営されているが、一部100人を超える授業がある各学期に数科目存在する大規模クラスへの
対応が行われていない。英語については入学時にプレイスメントテストを実施し能力別クラス編成を行っている。また実
習科目では、実習室の規模により履修制限を行っている。

100名を超える大規模クラスへの対応検討

2-6　学生の意見・要望へ
の対応

2-6-①学修支援に関する学生の意見・要望の把握・
分析と検討結果の活用

学生満足感調査を実施している。また、結果は夏期拡大FD・SDで把握、分析、検討結果の活用をしている。情報メディア
学科においては、学生の意見を聞く機会が多く、かなり学修に反映させられている。基礎教育センターでは、授業評価ア
ンケート、ルーブリックを活用し学生の意見を随時取り入れている。学内ホームページ、個人ポータルサイトおよび学生
食堂に設置している意見箱においては、学修支援に関する意見・要望も吸い上げている。教務委員より報告のあった事柄
については委員会で議題としても取り上げ、検討を行っている。

2-6-②心身に関する健康相談、経済的支援をはじめ
とする学生生活に関する学生の意見・要望の把握・
分析と検討結果の活用

学生生活委員会、学生相談室の常設に加え、2018年度より看護師資格の常勤職員が配置された。臨床心理士、看護師の活
用方法と効果検証は、継続して実施する。また、学生食堂に意見箱を設置し、学生満足感向上に努めている。意見箱は心
身に関する健康相談、経済的支援に特化したものではない。

学生相談室の利用状況や内容のわかるレポー
トの準備

2-6-③学修環境に関する学生の意見・要望の把握・
分析と検討結果の活用

学内ホームページ、個人ポータルサイトおよび学生食堂に設置している意見箱においては、学修環境に関する意見・要望
を吸い上げている。

学習環境に関する具体的な意見の集約や報告
書、対応失策の検討状況の確認

基準３　教育課程 　　領
域：卒業認定、教育課程、
学修成果

大学の機能の中核である学修の柱となるのは教育課
程です。大学は、その使命・目的を踏まえて、学
部・学科・研究科等ごとの教育目的を明確に定める
とともに、これを実現するための方策として、三つ
のポリシーを定めることが必要になります。その中
でも、単位授与や卒業・修了の認定基準を定めて、
これを厳正に運用するとともに、教育課程の編成と
実施に反映させる必要があります。また、教授方法
の開発や学修成果の点検・評価結果のフィードバッ
クを通じて、大学の教育を可視化し、外部からの評
価を受けながら、更なる教育課程、教育内容・方法
及び学修指導等の改善を不断に図っていくことが、
教育の質を高めるために不可欠なことです。

3-1単位認定、卒業認定、
修了認定

3-1-①教育目的を踏まえたディプロマ・ポリシーの
策定と周知

「立学の精神」や大学・各学部・各学科の教育目的を踏まえてディプロマポリシーを策定し、ホームページや学生便覧な
どで周知している。今後、1－1－②に関連して、教育目的の修正を行えば、連動してディプロマ・ポリシーの見直しを行
う必要がある。また、3ポリシーについて、卒業から入試まで一貫する形として再構築する必要があると考えられる。な
お、フードビジネス学科では新カリキュラムに向けた検討作業に入っており、その中でディプロマ・ポリシーなど3ポリ
シーの策定に向け準備中である。

3ポリシーの見直し

3-1-②ディプロマ・ポリシーを踏まえた単位認定基
準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準等の策
定と周知

おおむねディプロマポリシーに沿って単位認定等は行われている。単位認定、進級及び卒業要件は適切に定め厳正に運用
しているが、ディプロマポリシーとの検証は今後さらに厳密に進めていく。なお、健康栄養学科では、進級基準の見直し
が課題として挙がっている。

ディプロマポリシーを踏まえた単位認定など
の検証
健康栄養学科の進級基準の見直し

3-1-③単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修
了認定基準等の厳正な適用

単位認定は、基準に沿って厳正に行われている。今後、学部ごとに異なる進級要件は見直しの余地があり、健康生活学部
は50単位、情報メディア学部は40単位であることについて、検討と確認を行った。

3-2　教育課程及び 教授方
法

3-2-①カリキュラム・ポリシーの策定と周知 大学・各学部・各学科の教育目的を踏まえてカリキュラムポリシーを策定し、ホームページや学生便覧などで周知してい
る。フードビジネス学科・情報メディア学科では新カリキュラムに向けた作業に入っており、新カリキュラムに沿ったカ
リキュラム・ポリシーの策定に向け準備中である。
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3-2-②カリキュラム・ポリシーとディプロマ・ポリ
シーとの一貫性

カリキュラムポリシーはディプロマポリーと整合性が保たれている。今後、1－1－②、３－1－①に関連して、一貫性を検
討し、必要に応じて修正する。

3-2-③カリキュラム・ポリシーに沿った教育課程の
体系的編成

カリキュラムはカリキュラムポリシーに沿って、体系的に編成されている。履修単位数の上限は全学半期24単位以内に改
めた。シラバスは適切に運用されている。

3-2-④教養教育の実施 本学では「立学の精神」において、「人間力の育成」を基本理念としており、教養教育を単なる専門教育への入門教育と
し位置づけるのではなく、専門分野の枠を超えて共通に求められる知的な技法の獲得や、人間としての在り方や生き方に
関する深い洞察、現実を正しく理解する力をを念頭に置き、できる限り全学共通で基礎教育科目の編成を行っている。ま
た、単なる基礎学力を補うリメディアル教育とは異なった本学独自のカリキュラムとしての「数的処理」「日本語力」を
専門課程の学修に適応させるための基礎科目として設け、基礎教育センターを設置して運営している。なお、基礎教育科
目は、平成29年度は哲学の開講を新たに行うなど常に見直しを行っている。現在、教務委員会ワーキンググループを設置
し、今後の教養教育のあり方や、選択肢を広げるための検討も行っている。

教養教育の在り方などについて結論を得る

3-2-⑤教授方法の工夫・開発と効果的な実施 産官学連携を積極的に推進し、実社会で即戦力となるような学生を育成する体制が整っている。オープンクラス等を活用
し、教員相互で協力して授業のレベルアップをさらに図る工夫をすすめていく。科目履修においてアクティブ・ラーニン
グを推進している。次年度よりルーブリックを積極的に利用することとした。

3-3　学修成果の点検・評
価

3-3-①三つのポリシーを踏まえた学修成果の点検・
評価方法の確立とその運用

学修成果の点検・評価はおおむね3ポリシーに沿って行われている。アセスメントポリシーの策定を含め、学修成果の点
検・評価方法の確立のため教務委員会WGにおいて検討を継続して行っている。

3-3-②教育内容・方法及び学修指導等の改善へ向け
ての学修成果の点検・評価結果のフィードバック

学修成果の一部について、その評価が学生にフィードバックされている。また、評価結果のフィードバック方法はシラバ
スに記載している。教務委員会WGにおいてさらなるフィードバック方法など検討中している。

基準4　教員・職員　　領
域：教学マネジメント、教
員・職員配置、研修、研究
支援

教員と職員は、言うまでもなく大学の活動を支える
中核的存在であり、組織の整備と個人の職能開発の
両面が求められます。前者においては、学長が適切
にリーダーシップを発揮できる環境を整え、教学の
運営体制を中心にしつつ、権限を適切に分散し責任
と役割を明確にした教学マネジメントを構築し、教
員と職員をそれぞれに適材適所で配置してこれを十
全に機能させること、後者においては、教育内容・
方法等の改善のためのFDや大学運営に必要な資質・
能力の向上のためのSDを通じた教員・職員の個々の
職能開発を効果的に行うことが、大学の諸活動の成
果を高める支えになります。 教員の仕事と職員の仕
事とを原理的に分けて考えず「教職協働」を図るこ
とで、効果的に大学を運営することも、今日ではま
すます重要になっています。また、教員の研究活動
を適切に支援することも、教育と研究を主な役割と
する大学にとっては不可欠なことです。
なお、この基準における「職員」は、事務職員のほ
か、教授等の教員や学長等の大学執行部、技術職員
等も含まれます。

4-1　教学マネジメントの
機能性

4-1-①大学の意思決定と教学マネジメントにおける
学長の適切なリーダーシップの確立・発揮

学部長・部長会、学科会議、教務委員会を中心とした各種委員会が適切に機能している。自己点検委員会、SD・FD会議、
教授会などで学長のリーダーシップが発揮できる体制は整備されている。

4-1-②権限の適切な分散と責任の明確化に配慮した
教学マネジメントの構築

教授会、学部長・部長会、学科会議、教務委員会を中心とした各種委員会など大学の意思決定及び教育マネージメントに
ついては適切に運営されている。
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4-1-③職員の配置と役割の明確化などによる教学マ
ネジメントの機能性

運営組織規程により事務分掌を定め役割を明確にしている。

4-2　教員の配置・職能開
発等

4-2-①教育目的及び教育課程に即した教員の採用・
昇任等による教員の確保と配置

専任教員採用は「公募」を原則とし、教育目的、教育課程に即して概ね順調に進んでいるが、本学での育成については研
究成果の蓄積が課題である。同様に非常勤教員については、副学長、学科長からの推薦により、教学部長が面接を行って
採用している。昇任等は規程に基づき、研究業績等を点数化した公正な評価をもとにに行われている。

4-2-②FD(Faculty Development)をはじめとする教育
内容・方法等の改善の工夫・開発と効果的な実施

本学では拡大FD・SDを年2回定期的に行なっている。平成29年度は、全教職員を対象とする夏期拡大FD・SDを開催し、財
務、授業評価、学生満足感、学生募集をテーマとした報告、協議を行った。また、名古屋キャンパスと合同で教員向け
「ICT活用教育講習会」の実施し、「Webclassを活用した反転授業の試み」と「音声読み上げソフトを利用した予習動画作
成」の研修を行った。産官学連携を積極的に推進し、実社会で即戦力となるような学生を育成する体制が整っている。ま
た、オープンクラス等を活用し、教員相互で協力して授業のレベルアップをさらに図る工夫をすすめている。授業評価ア
ンケートを実施し、その結果について各教員は「総括と意見」を作成し、授業内容の向上、改善を行っている。アンケー
ト結果の良くない教員には学科長が指導を行っている。

4-3　職員の研修 4-3-①SD(Staff Development)をはじめとする大学運
営に関わる職員の資質・能力向上への取組み

本学では拡大FD・SDを年2回定期的に行なっている。平成29年度は、全教職員を対象とする夏期拡大FD・SDを開催し、財
務、授業評価、学生満足感、学生募集をテーマとした報告、協議を行なった。
また、障がいについて理解と対応を深める研修や、外部講師を招聘し 、管理者に対するハラスメント防止研修会を実施し
た。その他、職員を定期的に外部の研修会に参加させ、教育活動の適切な運営を図っている。

4-4　研究支援 4-4-①研究環境の整備と適切な運営・管理 研究所設立に伴い機器備品の整備や、外部資金に基づく間接経費を利用した学内募集、及び学内研究費などを通じて、学
内の研究環境は整備進んだ。その一方で、研究環境の運営や管理を担当する研究所及び研究委員会への事務的なサポート
体制を整備する必要がある。
研究所の開設時に研究のための専用室が設けられたが、大学での使用をさらに促すことと使い勝手を改善することが望ま
れる。また、現状、教員は一律、自宅研修日、学外研修日が与えられ、研究時間の環境は整備されているが、研究時間が
少ないとの意見もあり、効果的に研究実績に結びつくような時間的、予算的な研究支援体制について継続的に検討が必要
である。

4-4-②研究倫理の確立と厳正な運用 所属するすべての研究者（本学を本務とするもの）に対して、研究倫理教育の受講について、規定で義務付けており、e-
learningシステムにより、全研究者が研究倫理教育を受講済みである。ただし、学生に対する研究倫理教育は、学会発表
を行う場合など一部の学生を対象とするに留まっており、全学部学生を対象とするような内容を研究委員会にて現在検討
中である。また、科研費等公的資金に係わる不正防止については、拡大FD・SDで全教職員対象に研修を実施している。

4-4-③研究活動への資源の配分 個人研究費、研究所プロジェクトや基盤研究などで、最低限の予算的な資源は配分されていると考えられる。
ただし、4-4-①に示した通り、研究活動を支える人的資源（事務部門）の配分がないのが問題である。
また、各教員が教育・研究以外の業務に各種資源が取られており、研究にあてることができる時間が十分確保できていな
いという意見がある。研究活動への人的、時間的な資源の配分については改善の余地があり、検討が必要。

研究費の資源配分について、現状の把握、改
善案の検討

基準5　経営・管理と財務
領域：経営の規律、理事
会、管理運営、財務基盤と
収支、会計

大学の使命・目的及び教育目的を達成するために
は、法人全体の中長期的な計画を策定し、計画の実
施に必要な環境・条件を整えるとともに、計画に
沿って事業の意思決定から執行までを検証していか
なければなりません。 本基準でいう経営・管理と財
務とは、主に法人の運営及び財務活動をいいます。
大学に対する社会からの要請などにより、情勢の変
化に対応した経営の規律と誠実性、大学の使命・目
的の達成に向けての理事会の機能、法人及び大学の
管理運営の円滑化と相互チェック機能の強化などが
ますます重要になってきています。学校法人制度の
基本理念である自主性と公共性、安定性と継続性を
守る上で、財務の役割は重要です。大学独自の使
命・目的及び教育目的の実現を目指す中長期計画
も、適切な財務計画と一体になって初めて実効性を
持ち得ます。大学が社会的な信頼を得て着実な発展
を遂げるために、財務基盤の確立と適正な会計処理
は避けて通れないことです。

5-1　経営の規律と 誠実性 5-1-①経営の規律と誠実性の維持 本年度は、文理中長期戦略プランBSP-15の第Ⅱ期（5年）の初年度であり、中長期戦略プランを単年度の業務計画に落とし
て、各種課題に積極的に取り組んだ。未達のものについては、継続して取り組むこととしている。
法令を遵守し、各種規程（例：育児・介護、個人情報保護関連規程等）の改正を行なった。
ハラスメントや障がいに対する理解を深める研修を行なった。

BSP-15未達事項の継続検討ならびに達成
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5-1-②使命・目的の実現への継続的努力 立学の精神、使命目的に沿っての中期計画（BSP-15)作成と、それに基づく単年度の事業計画が立案され、実行中である。

5-1-③環境保全、人権、安全への配慮 、ハラスメントや障がいに対する理解を深める研修を実施して人権尊重の風土構築に努めている。

5-2　理事会の機能 5-2-①使命・目的の達成に向けて意思決定ができる
体制の整備とその機能性

理事会７回、評議員会４回を開催した。理事、評議員の出席状況は良好であり、欠席者においては、事前に審議事項に関
する意思表示を得て、議決数を確保している。
理事、評議員の改選期にあたり、寄附行為に則り適正に選出を行ない、理事、評議員の定数を満たしている。理事長の重
任登記を行なった。

5-3　管理運営の円滑化と
相互チェック

5-3-①法人及び大学の各管理運営機関の意思決定の
円滑化

法人（管理部門）と大学（教学部門）の連携については、学部長・部長会議や学園会議を通じて意思疎通を図っている。 監査室の人員不在への対応

5-3-②法人及び大学の各管理運営機関の相互チェッ
クの機能性

監事は、監査室長および会計監査人と連携し、学内業務と財産の状況を監査している。
評議員会は、寄附行為に則り組織されている。予算、事業計画および人事等の重要案件については評議員会への諮問のの
ち、理事会で議決している。その他の各運営機関が相互チェックが機能していることが、外からみて分かりやすい仕組み
作りが必要と思われる。

5-4　財務基盤と収支 5-4-①中長期的な計画に基づく適切な財務運営の確
立

学園全体の資金収支および事業活動収支は黒字となった。利益率1.8％　人件費比率55.7％
教研費比率28.9％　管理経費比率13.4％
その他外部資金獲得として改革総合支援事業タイプ１に採択された。
資金運用については、有価証券に前期償還がかかり売却、新規に有価証券を同額で購入するなど適切に運営している。
固定資産および物品管理に関する規程を実際の運用に従い、制定した。
過去5ヶ年の財務比率の推移と財務計画の素案をまとめた。今後詳細な分析をおこなう。主たる収入源である学生納付金が
収容定員に近づきつつある一方、人件費支出が上昇傾向にあり、適正な財務比率の達成が急務である。

中長期「BSP-15（Ⅱ）財務計画」の策定

5-4-②安定した財務基盤の確立と収支バランスの確
保

平成29年度は学園全体の資金収支および事業活動収支は黒字であり、収支のバランスはとれている。18歳人口減少期を迎
え、継続的な入学定員確保が重要な課題となる。

5-5　会計 5-5-①会計処理の適正な実施 会計処理は学校法人会計基準、学校法人滝川学園経理規程等に基づき適正に実施している。

5-5-②会計監査の体制整備と厳正な実施 監事および会計監査人の監査を受け、適正に執行している。会計監査人のチェック回数は12回である。
会計年度終了後、2ヶ月以内に資産総額変更登記を行ない、文部科学省に適切に報告している。

基準6　内部室保証　　領
域：組織体制、自己点検・
評価、PDCAサイクル

自主性・自律性を重視する大学の本質に照らし、大
学の質保証は、基本的に大学の責任で行うことが求
められます。そのため、評価機構では、自主性・自
律性の裏付けを伴う継続的な自己点検・評価を通じ
て行う内部質保証を重点評価項目として位置付けて
います。 内部質保証を効果的に実施していく上で、
恒常的な組織体制を整備するとともに、その責任体
制が明確になっていることが必要です。また、内部
質保証は、学部・学科や研究科による三つのポリ
シーを起点とする教育の質保証と中長期的な計画を
踏まえた大学全体の質保証の双方にわたって実施さ
れるとともに、改善・改革のための営みとして行わ
れることも大切です。 加えて、認証評価などの外部
質保証の結果を踏まえ、大学全体の改善につなげる
仕組みとして内部質保証を機能させていくことも重
要です。

6-1　内部質保証の 組織体
制

6-1-①内部質保証のための組織の整備、責任体制の
確立

組織の整備状況や責任体制が、外からみて明確な仕組み作りが必要と思われる。教務委員会内に教育の質保証のWGを設置
し活動を開始した。

6-2　内部質保証のための
自己点検・評価

6-2-①内部質保証のための自主的・自律的な自己点
検・評価の実施とその結果の共有

年度毎に、外部評価基準に沿った自己点検・評価を実施して「自己点検評価報告書」を作成してHPに情報公開し学内外に
告知している。全教職員が共通理解をもち、教育研究、大学運営の改善・向上に努めている。学力向上に焦点を絞った大
学としての教育理念とビジョンが曖昧なため、基礎教育の役割や内部質保証の目標設定についてさらに継続して検討が必
要である。

ディプロマポリシーでいう達成目標（学力を
含む）をさらに具体化させ、アセスメント方
法とともに内部質保証の水準を上げていく。
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基準項目 評価の視点 評価 今後の対策・方針

6-2-②IR(Institutional Research)などを活用した
十分な調査・データの収集と分析

IR企画課の設置に加え、IR委員会が定期的に開催されており、データの収集と分析が蓄積してきた。さらに、学内資料を
確認して不足しているデータ収集の計画を立てる。継続して、経営及び教育に必要な調査・データ収集と分析を実施して
いく。

データの収集計画差の策定、データ分析のkの
高度化を進める。

6-3　内部質保証の機能性 6-3-①内部質保証のための学部、学科、研究科等と
大学全体のPDCAサイクルの仕組みの確立とその機能
性

IR活動で得られた結果をどのように各部署に伝え活かしていくのかが手探り状態の現状ではある。また、PDCAサイクルの
確固たる基準や根拠となるようなアセスメント方針、学修データの整備を固める必要がある。PDCAサイクルの仕組みにつ
いてもさらに要検討と思われる

アセスメント方針の策定


